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研究成果の概要（和文）：災害時の要配慮者である外国人への災害対策において、平時からの多機関や地域住民
との顔の見える関係性の構築、外国人を交えた対策の検討が重要であった。また外国人では、近隣住民とのつな
がりが情報や避難行動等に影響を与える要因の一つであることも示された。外国人からは「自分たちができるこ
とはしたい」といった言葉も聞かれ、災害時の配慮が必要な一方で、彼らは共助の担い手にもなり得る。外国人
側への支援と同時に、地域住民側への理解促進と、外国人を地域の一員として捉えた多文化共生社会のもと、外
国人と共に取り組む対策の重要性が示された。

研究成果の概要（英文）：A study was conducted on disaster prevention measures for non-Japanese 
residents. Non-Japanese residents have different knowledge and experiences regarding disasters, and 
it was difficult for them to obtain information regarding disasters. This was largely influenced, 
both positively and negatively, by their connections with local residents. When considering disaster
 prevention for non-Japanese residents, it is important to develop face-to-face relationships with 
local residents. In addition, a number of non-Japanese residents expressed their will to do what 
they could do and wished to be depended on in case of disasters. This suggested the importance of 
considering non-Japanese residents as players of key roles in mutual assistance in community based 
disaster prevention, while at the same time promoting understanding in the Japanese local residents 
and working together with them in disaster prevention measures in a multicultural society.

研究分野：地域保健、公衆衛生

キーワード： 在日外国人　地域防災　共助　多文化共生社会

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
外国人労働者受け入れ拡大など、今後、外国人人口の増加が見込まれるなか、外国人を交えた災害対策を検討し
ていく意義は大きい。外国人住民を災害時の要配慮者としてだけでなく共助の担い手として捉えることは、少子
高齢化が進む地域災害対策において重要な視点である。本研究の成果から、多文化共生社会に基づく外国人を交
えた災害対策への示唆を得ることが出来ると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 在日外国人人口は近年増加の一途をたどっており、加えて政府は外国人の大幅な受入拡大を
進めていることから、今後も日本で生活する外国人数は増加し続ける見込みである（橋本，2011；
川崎，2014；Kita, 2015）。東日本大震災の教訓から、地域での防災・減災対策の強化が求めら
れているが、災害時に配慮が必要な要配慮者には、言葉や文化・習慣の違いから配慮を要する外
国人も含まれる。今後、外国人労働者受け入れ拡大など外国人人口の増加が見込まれる中、災害
対策において外国人を考慮する必要性が一層高まる。また、外国人を要配慮者としてだけでなく
地域社会の一員と捉え「共助の担い手」となる可能性を探ることは、少子高齢化が進む地域災害
対策に新たな可能性をもたらすと考える。 
 
２．研究の目的 
災害時に脆弱な立場に置かれる在日外

国人において、災害対策の現状と特有の
ニーズを明らかにすること、地域での災
害対策における共助の担い手としての可
能性を探ることを目的とし、多文化共生
社会のなか、外国人を交えた災害対策へ
の示唆と地域での共助役割を担う支援者
としての可能性を探る。 
 
３．研究の方法 
 半構造化インタビューによる質的調査
を実施した。対象は、東南アジア出身者お
よび在日外国人支援者（団体・自治体担当部署を含む）とし、グループインタビューまたはキー
インフォーマントインタビューを実施した。録音や録画にてインタビュー内容を記録すること
に同意が得られた場合は逐語録を作成し、録音等の同意が得られたなかった場合は、聞き取った
内容を調査者が記録し齟齬がないか対象者に確認した。主なインタビュー項目および分析方法
は以下の通りである。 
（１） 在日外国人へのインタビュー項目 
基本属性（在住年数、家族構成など）、自然災害の経験の有無、日本の自然災害で心配なこと、

災害に関する情報入手手段、防災知識獲得の機会、災害対策の現状、地域の日本人との関りの有
無と程度、地域防災における共助についての考え 
（２）支援者（団体・自治体担当部署）へのインタビュー項目 

防災または多文化共生に関する具体的活動内容、地域防災（災害対策）において課題と考えて
いること、共助の取り組みの可能性 
（３）分析方法 
帰納的内容分析を用いて、逐語録および記録したインタビュー内容からセンテンスを抽出し、

コード、サブカテゴリー、カテゴリーを作成した。 
 
４．研究成果 
新型コロナウイルス感染症流行の影響にてインタビュー調査実施が困難な時期があったこと

から、当初計画に加え質問票調査も実施したため、その結果も併せて報告する。 
（１） 研究結果 
① インタビュー調査 
新型コロナウイルス感染症流行の影響を受けインタビュー実施に時間を要したのが現状であ

った。現在まで、積極的な活動を行っている 2 県の国際交流協会に対しオンラインおよび対面に
て半構造化インタビューを実施した。また外国人人口が全国上位 10 位に入る都内区役所多文化
共生担当部署から書面による回答を得た。在日外国人へのインタビューは、国際交流協会の支援
員および都内在住のアジア国籍の方 4 名へグループおよび個別インタビューを実施した。 
逐語録およびインタビュー記録を分析した結果、330 のコード、38 のサブカテゴリー、13 の

カテゴリーが作成された（表１）。 
 外国人の災害対策の現状では、災害時の多言語支援センター設置や公式 SNS での情報発信な
ど「緊急時の外国人支援体制の構築」、多言語防災情報の提供や、外国人の意見を反映し、日本
人の理解促進につなげる「多文化共生地域づくりのツールとしての媒体の存在」、また県国際課、
市町担当部署、企業や大学、地域を含めた「他機関・組織・地域住民との平時からのつながり」
の 3 つのカテゴリーが促進要因として作成された。阻害要因では、タイミングや情報を受け取る
ことができる対象が限られるといった「情報発信時の困難さ」、行政担当者とのつながりなど「行
政との関係性の継続」の 2 つが作成された。 

また、在日外国人の災害対策の現状としては、ポジティブにもネガティブにも影響を与える

 

地域での災害対策にお
ける「共助」の必要性

「地域社会の一員」
としての在日外国人

＜目的１＞

在日外国人の災害対
策の現状と特有のニー
ズを明らかにする

多文化共生社会における「外国人を交えた」
地域災害対策への示唆を得る

＜目的2＞
地域での「共助の担い
手」としての在日外国
人の可能性を探る

自然災害の増加

外国人人口の増加



「住民同士の繋がりの影響」、出身国による「災害・防災に対する知識や認識の違い」、言葉の壁
や限られた情報入手ツールによる「少ない情報源と情報入手の困難さ」の 3 つのカテゴリーが作
成された。 
今後の課題では、外国人を支援者として認識することや日本人側の理解促進を含めた「外国人

と共に取り組む対策の促進」、「外国人への知識提供機会の確保」、関係機関、近隣住民や地域の
団体などとの「顔の見える関係性の構築」、災害時のリアルタイムな情報発信や SNS 登録者数増
といった「適切な情報発信と受信者増加」、多文化共生社会への取り組みとして行政の体制や対
応改善への要望といった「生活者としての外国人への配慮」が作成された。 
② 質問票調査 
新型コロナウイルス流行の影響を受けインタビュー調査を実施できない時期があったことか

ら、自治体保健師の防災・災害対応における外国人対応の準備状況と課題を明らかにする目的で、
全国の保健所・保健センターを対象とした無記名自記式質問票調査を実施した。村を除く 1558
市区町のうち 470か所（市区 268か所，町 202 か所）から回答を得られた（回収率 27.1％）。防
災・災害時の外国人対応の経験がある自治体は、市区では 69 か所（25.7％）、町では 32 か所
（15.9％）であり、町に比べ市区の方が外国人対応の経験を有していた。また在留外国人人口割
合が全国平均の 2.2％より高い自治体では、低い自治体に比べ外国人対応を経験していることが
示された（AOR: 1.79, p=0.038）。また、外国人対応をしている NPO や国際交流協会との連携に
おいても、町より市区のほうが何らかの連携をした経験があった（AOR: 1.88, p=0.002））。 
 
（２） 考察 
 インタビュー調査対象である国際交流協会はいずれも積極的な活動を行っていることから、
災害時の外国人支援体制が構築されていた。しかし支援体制を構築していくには、他機関や市町
行政担当者、地域の組織や団体、地域住民と意識的につながりを持ち、その関係性を維持してい
くことによって、支援体制が構築されてきた。また、外国人への多言語情報提供だけでなく、災
害時に外国人が困ること、また彼らは助ける側にもなれるという外国人の意見を反映した媒体
を作成し、日本人側にも理解してもらえるよう様々な機会を利用し普及していた。 
一方、質問票調査結果からは、市町において NPO や国際交流協会等との連携は十分に進んで

いるとは言えない状況も明らかとなった。特に地域によっては、そういった資源が限られている
ことが考えられるため、先進的な自治体や国際交流協会等との情報共有を図りながら、地域の枠
を超えた対策づくりを検討していくことも有益ではないかと考える。 
外国人側の災害対策の現状から考えられる特有のニーズには、自国での災害経験の有無や災

害の種類の違いなどによる知識や災害への認識の違いがあった。そのため居住地域で実際にど
のような災害が起こりやすいのか、発災時にどのように対処すればよいのかといった知識提供
の機会は重要である。また、これまで多くの研究で指摘されているように、言葉の壁や限定的な
情報入手手段など、情報に関する課題も大きく、それが対策や発災時の対処行動にも影響を与え
る。さらに、居住している地域での具体的な対処法や避難行動などの情報入手に影響を与える要
因の一つが、近隣住民との繋がりであった。普段の繋がりが少ないため情報が入らず、対処法や
避難所が分からないといったネガティブな影響もある一方、会えば声をかけてくれ、いろいろな
情報を知らせてくれるから安心、といったポジティブな影響もあった。災害に対する経験や知識
が異なる外国人住民にとっては、近隣住民との緩やかなつながりがひとつの安心材料となり、情
報入手にも影響を与える重要な要因の一つであると考える。 
災害対策における今後の課題としては、平時からの多機関や地域住民との関係性の構築が重

要であると考える。そのためには行政や国際交流協会などの関係機関が、意識的に地域住民も交
えた関係構築をし、連携し、それを継続していくことが求められる。 
また、地域での多言語情報発信や日本人住民との橋渡しの意味でも、外国人の存在は重要である。
国際交流協会の交流員や多言語サポーターなど、当事者である外国人を交え、対策や支援体制を
整えていくことは重要な視点である。加えて、外国人住民からは「自分たちができることはした
い」「頼ってほしい」といった言葉も聞かれていた。災害時は外国人住民への配慮が必要である
一方、彼らは地域防災の共助の担い手にもなり得る。そのためにはまず、関係機関や地域の日本
人に対し、災害時に外国人が直面する課題への理解促進を図ると共に、外国人を地域の一員とし
て捉えることが求められている。 

「外国人を交えた防災対策」には、外国人側への支援と同時に、地域住民側へのアプローチも
行う必要性が示された。 
 
（３） 今後の展望 

インタビュー調査結果から、多文化共生社会の枠組みを基にした、外国人を交えた災害対策の
重要性が示唆された。多文化共生社会の促進には、多機関や官民の連携促進、地域住民との協働
がより一層求められている。災害発生時は、都道府県の枠組みを超え、様々な機関や団体等との
連携による広範囲な対応も必要となることから、災害対策においては、行政区や組織等の壁を越
え、同じ目的に向かい連携の活性化を探り、地域住民と共に取り組んでいくことの重要性が改め
て示されたと考える。今後は、多文化共生社会の枠組みの中で、地域の関係者間の連携体制構築
や住民側の理解促進の重要性、また外国人住民を要支援者としてだけでなく、共助の担い手と捉
え、共に考える地域防災について検討を続けていきたい。 



 
表１.インタビュー調査結果から作成されたカテゴリーおよびサブカテゴリー 一覧 

構造的
要素 

カテゴリー サブカテゴリー 

外
国
人
の
災
害
対
策
の
具
体
的
内
容
（
現
状
） 

   

促
進
要
因 

緊急時の外国人支援体制の構築 多言語支援センター立ち上げに関する県
との協定締結 

平時からの運営準備と訓練の実施 

公式 SNS による情報発信 

外国人関係者による情報発信 

多文化共生地域づくりのツールとして
の媒体の存在 

外国人の意見を反映した媒体 

日本人の外国人への理解促進につなげる
ツールとしての利用 

多言語防災情報の提供 

他機関・組織・地域住民との平時からの
つながり 

県担当部署との関係性の強さ 

各市町担当者とのつながり 

地域住民とのつながり 

市町職員から企業への紹介 

留学生がいる大学とのつながり 

阻
害
要
因 

情報発信時の困難さ 情報発信のタイミングの難しさ 

情報内容の精査の必要性 

リーチできる集団が限られる 

行政との関係性の継続 行政担当者の交替による影響 

自治体による取り組み方の違い 

在
日
外
国
人
の
現
状 

住民同士の繋がりの影響 近所付き合いの少なさ 

安心できる日本人の存在 

限定的な同国者コミュニティ 

災害・防災に対する知識や認識の違い 自国での訓練経験がない 

役割を得たことによる認識の変化 

少ない情報源と情報入手の困難さ 同国者 SNSやメディアによる情報入手 

国際交流協会の SNSの存在 

つながりがある日本人の存在 

情報ソースの少なさ 

言語の壁 

今
後
の
課
題
と
考
え
る
こ
と 

外国人と共に取り組む対策の促進 支援者としての外国人 

日本人の理解促進 

外国人への知識提供機会の確保 防災・災害知識の提供 

顔の見える関係性の構築 行政との情報共有 

近所住民や地域の団体とのつながり 

関係機関とのつながり 

同国者同士のつながり 

適切な情報発信と受信者増加 リアルタイムな情報発信 

リーチできる人（SNS登録者）を増やす 

情報発信の継続性 

生活者としての外国人への配慮 行政の体制や対応改善への要望 
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